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貴団体が発注する工事における建設企業の 

節電対策への配慮について 
 
 

東日本大震災に伴う電力供給不足に対応するため、政府の電力需給緊急対策

本部において、「夏期の電力需給対策について」（平成２３年５月１３日）が

決定され、東京電力株式会社及び東北電力株式会社の管内全域において、本年

７月１日以降、国民・産業界が一丸となって需要抑制に取り組むこととされま

した。 
また、電気事業法に基づく電気の使用制限の具体的内容について、６月１日

付けで官報告示されました。 
これらを受け、今後、上記の管内で実施される工事においても、受注者であ

る建設企業が電力使用の削減の取組を行っていくことになります。 
つきましては、貴団体が発注する工事において、受注者である建設企業から、

電力使用の削減の取組に伴って生じる工事実施日や施工時間の変更、これに伴

う工期延長、請負代金の変更等について相談があった場合には、電力需要抑制

の必要性にかんがみ、できる限り柔軟にご対応いただけるようよろしくお願い

します。 
（貴団体におかれては、被災状況にも配慮しつつ、管内の関係市区町村に対

しても、周知をよろしくお願いします。） 
 


